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はじめに
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川崎市における介護予防・日常生活支援総合事業の目的
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人生１００年時代、加齢に伴う体の衰え・不安などから、

「介護・・・」というキーワードが頭に浮かび始めている高齢者とご家族の皆様に、

自身の心身状態・環境の変化と上手く付き合いながら、

自分らしく、楽しく暮らし続けられる選択肢を提案するための取組



川崎市における介護予防・日常生活支援総合事業構築の基本方針
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• 生活機能低下の危険性を早期に発見し、軽い段階から短期・集中的な対応を行うこと
• サービスの提供は必要な時に、計画的に行うこと
• 高齢者の個別性や個性を重視し、一人一人に応じた効果的なプログラムを用意すること
• 民間サービスや地域資源の積極的活用により活動量を維持すること

• 早期発見・早期支援
• 支援開始から３ないし６か月までの期

間を重視した計画的な初期支援
• 多職種による方針検討の機能

• 短期集中的・計画的な支援
• 生活改善を目的に、個別性を重視

した柔軟な対応が可能なサービス
を新設

• 選択肢の充実
• 多様な主体の参入促進

「軽度者の介護予防に関する基本的な考え方」 （平成16年7月30日「介護保険制度の見直しに関する意見」 より抜粋・一部加筆）



用語解説
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用語解説
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用 語 解 説

総合事業 「介護予防・日常生活支援総合事業」の略称

介護予防・生活支援サービス 総合事業として、要支援者・事業対象者が利用できる訪問型サービス、通所型サービス、その
他の生活支援サービス、介護予防ケアマネジメントの総称

一般介護予防事業 主に６５歳以上の方を対象として実施される介護予防事業（例︓いこい元気広場など）

地域リハ拠点 「地域リハビリテーション支援拠点」の略称

SC
「生活支援コーディネーター」の略称（全国的に同じ略し方）
本書では、特に（看護）小規模多機能型居宅介護事業所に配置された生活支援コーディネー
ターを指す



地域包括支援センター
（略称「包括」）

生活支援
コーディネーター
（略称「SC」）

地域リハビリテーション
支援拠点

（略称「地域リハ拠点」）

• 高齢者の相談機能の要として、市内４９か所に設
置

• 総合相談機能を軸に、個別支援から地域の関係者
のネットワーク構築まで幅広く担う

• 長年の活動を通じて地域の関係者・機関との間で
長年築いてきたネットワークを持つ

• 保健師等、社会福祉士、主任介護支援専門員を中
心とした多職種が所属

• 市内２６か所の（看護）小規模多機能型居宅介護事業所に
配置【順次整備中】

• より小さい地域単位（概ね小学校区程度）において、「個
別の支援」と「地域づくり（小地域福祉活動）」の２つの
側面から不安や困りごとを抱えた高齢者へアプローチ

• 明確な支援ニーズはないが、周りから見ると何か気になる
人、ちょっと心配な人をメインターゲットに、「早めに出
会い、長くお付き合いすること」をコンセプトとして活動

• 市内１１か所の病院、介護老人保健施設に設置【順次整備中】
• 理学療法士、作業療法士等のリハビリ専門職が、日常の環境調

整や動作の仕方等の改善の見極めの視点から見立てを行い、包
括への助言や、本人の意欲に働きかける後押しをする役割

• 生活上の困り事の要因分析、今後の生活において予想される見
通しや生活の改善可能性の見立てを行い、利用者にとって実現
可能な方法による解決の方向性を提案

「総合相談の入口、様々な支援へのつなぎ」

「早めに出会って長くお付き合い」 「ポイントポイントでの専門的な関わり」
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【参考】初期相談の支援チーム

（※個所数は令和６年１０月現在）



川崎市の介護予防・生活支援サービス
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川崎市の総合事業サービスの構成
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事業名 サービス名称 主な役割 内容

訪問型サービス
（第１号訪問事業）
法第115条の45第1項第1号イ

介護予防訪問サービス
（介護予防型）

比較的状態が安定している場
合に、
計画的な支援によって、利用
者の生活機能の悪化防止・状
態の維持等につなげる。

従前の予防給付と同様

介護予防訪問サービス
（生活援助特化型） 生活援助のみの提供

通所型サービス
（第１号通所事業）
法第115条の45第1項第1号ロ

介護予防通所サービス 従前の予防給付と同様のサービスで3時間以上
の支援

介護予防短時間通所サービス 従前の予防給付と同様のサービスで1.5時間以
上の支援

その他の生活支援サービス
（第１号生活支援事業）
法第115条の45第1項第1号ハ

かわさき健幸UP!!プログラム
（短期集中介護予防プログラム）

状態が変わりやすい新規認定
時や退院直後等の場合に、
短期集中的かつ利用者の日々
の状況変化に応じた柔軟な支
援によって、より積極的に生
活の改善または維持につなげ
る。

概ね３か月間、リハビリテーション専門職が
生活習慣の改善や行動変容等を促し、希望す
る生活を送れるようにするプログラム

あんしん暮らしサポート
（短期集中介護予防小規模多機能型
生活支援サービス）

概ね６か月間、生活課題解決や日常生活にお
ける活動量の維持等によって、心身状態の悪
化の防止又は状態の改善等を目指す支援

他都市で言う「短期集中予防サービス（C型サービス）」



かわさき健幸UP!!プログラム
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対象者︓ ６５歳以上で日常生活に支障が出ている方
（要支援認定を受けている方・総合事業対象の方）

期 間︓おおむね３か月間（週１回程度）
場 所︓ご自宅や外出先など
備 考︓お体の状況によっては、他のサービス等を提案する場合

があります
プログラムの進み方によって、３か月より早く終了する
場合があります

実施者︓地域リハビリテーション支援拠点が設置されてい
る病院、介護老人保健施設

訪問リハと何が違うの︖
この人、元気になってほしいな・・・と思ったら、
まずは、地域リハビリテーション支援拠点に
お声がけください︕︕



Q＆A（地域リハ拠点、かわさき健幸UP!!プログラム関係）

12

Q.「かわさき健幸UP!!プログラム」と訪問リハの違いが分からない。
A.訪問リハビリテーションは医師の指示に基づいて提供されますが、「かわさき健幸UP!!プログラム」は、医師の指示がなくても利
用することができ、迅速に支援を開始できるメリットがあります。
医学リハは実施せず対話や助言を中心に支援するもので、意欲を喚起し、行動変容を促すことで生活習慣の改善を図ります。リス

クが低く、相談初期段階・退院直後で状態の改善見込がある方、不安が強く不活発になっている方に適したサービスです。また、状
態に応じて、他の専門的なサービスを紹介する場合があるので、ご了承ください。

Q.「かわさき健幸UP!!プログラム」を利用者に説明したい。
A.疾患の状況等、提案にあたって一定の判断が必要となるため、まずはお気軽に地域リハビリテーション支援拠点までお声がけくだ
さい。訪問等に同行し、対象者の状態に応じて関わり方をご提案します。

Q.「かわさき健幸UP!!プログラム」は何で無料なの︖
A.状態の改善が見込まれる新規要支援認定時や相談初期段階で、なるべく多くの市民の方に利用いただき、川崎市として、「自分
の力で頑張りたい︕」という思いを後押しするご提案ができるよう、利用者負担を無料としています。



あんしん暮らしサポート
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対象者︓ ６５歳以上で日常生活に支障が出ている方
（要支援認定を受けている方・総合事業対象の方）

期 間︓概ね６か月
場 所︓ご自宅や外出先など
内 容︓困りごとや悩み事をお聞きし、望む暮らしを実現

するための行動計画（支援プラン）の作成。
生活状況のみまもりや、地域での居場所づくり。
持っている力を活かす地域参加支援。

備 考︓無料（一部実費負担等あり）
実施者︓生活支援コーディネーターが配置されている（看

護）小規模多機能型居宅介護事業所のライフサ
ポートワーカー

心配な方がいて定期モニタリングしているけど、中々受け入れてもらえてない。何かやりがいや活躍できる場があれば、ハリ
をもって暮らせる人なのに、、、そんな方がいたら、まずは、生活支援コーディネーターにお声がけください︕︕



Q＆A（SC、あんしん暮らしサポート関係）
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Q.「生活支援コーディネーター」と、「あんしん暮らしサポート（またはライフサポートワーカー）」の違いが分からない。
A. 「あんしん暮らしサポート（またはライフサポートワーカー）」は、事業対象者と要支援者を対象とした総合事業の枠組による
支援になります。一方、生活支援コーディネーターが対象としている支援対象者は幅広いので、ご利用者様に提案する場合に迷った
ら、「生活支援コーディネーター」で紹介してください。
対象者の状態に応じて関わり方をご提案するので、まずはお気軽に生活支援コーディネーターにお声がけください。

Q.自分の担当エリア内に生活支援コーディネーターが配置されている事業所がない場合は、相談できないの︖
A.対象者宅の立地や生活支援コーディネーターの活動範囲により、対応できることがあります。近隣の生活支援コーディネーターに
直接ご相談にいただくこともできますが、迷った場合は、地域包括ケア推進室（Tel044-200-2681）までお問い合わせください。

Q.「あんしん暮らしサポート」は何で無料なの︖
A.状態の改善が見込まれる新規要支援認定時や相談初期段階の方、また、従来型のサービスが合わない方など、なるべく多くの市民
の方にご利用いただき、じっくりとお話を伺いながら、「楽しく暮し続けたい」という思いを後押しできるご提案ができるよう、
利用者負担を無料としています。



Q＆A（共通）
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Q.かわさき健幸UP!!プログラムや、あんしん暮らしサポートは、既に福祉用具レンタルや、訪問・通所サービスを利用している方は
利用できるのか。

A.以下の通りとなります。
パターン 利用の考え方

福祉用具レンタルなど
の予防給付サービスを
利用している場合

併用可能です。
介護予防支援に関するサービスの追加、変更に伴う手続は、通常のサービス変更の場合と同様です。
１か月目のモニタリングによる状況確認、サービス終了時の評価についてはP２４をご確認ください。

訪問・通所サービスな
どの総合事業サービス
を利用している場合

原則併用できませんが、下記の場合は併用可能です。
□訪問・通所サービスの利用終了に向けた一時的な併用
□訪問・通所サービスの内容の見直しや利用サービスの変更等の検討のための併用
□訪問・通所サービスの導入時のアセスメントを兼ねた併用
□その他、訪問・通所サービスとは「導入目的・対応する生活課題」が異なる場合

介護予防支援に関するサービスの追加、変更に伴う手続は、通常のサービス変更の場合と同様です。
１か月目のモニタリングによる状況確認、サービス終了時の評価についてはP２５をご確認ください。
※地域包括ケア推進室に利用可否の確認をお願いしておりましたが、令和６年１１月からは確認不要です。

介護予防サービス（予
防給付）と総合事業
サービスを両方利用し
ている場合

「訪問・通所サービスなどの総合事業サービスを利用している場合」と同じです。



【参考】川崎市の総合事業サービスの比較
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事業名 サービス名称 利用方法 利用者
負担

利用可能
期間

介護予防
ケアプラン 給付管理

訪問型サービス
（第１号訪問事業）
法第115条の45第1項第1号イ

介護予防訪問サービス
（介護予防型） 契約 あり 制限なし 必要 必要

介護予防訪問サービス
（生活援助特化型）

契約 あり 制限なし 必要 必要

通所型サービス
（第１号通所事業）
法第115条の45第1項第1号ロ

介護予防通所サービス 契約 あり 制限なし 必要 必要

介護予防短時間通所サービス 契約 あり 制限なし 必要 必要

その他の生活支援サービス
（第１号生活支援事業）
法第115条の45第1項第1号ハ

かわさき健幸UP!!プログラム
（短期集中介護予防プログラム）

包括への
利用申込 無料 概ね３か月

ケアマネジ
メントCの
場合不要

不要
市から事業者に直
接委託料を支払う

あんしん暮らしサポート
（短期集中介護予防小規模多機能型
生活支援サービス）

包括への
利用申込 無料 概ね６か月

ケアマネジ
メントCの
場合不要

不要
市から事業者に直
接委託料を支払う



【参考】対象者別の利用可能サービス等
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事業対象者 要支援認定者 要介護認定者 新規・更新申請、
区分変更申請中

介護予防サービス
（予防給付） × ○ × △

暫定ケアプラン

訪問型サービス
通所型サービス ○ ○ × △

暫定ケアプラン

かわさき健幸UP!!プログラ
ム
あんしん暮らしサポート ○ ○

△
サービス利用中の事業対象
者・要支援者が要介護認定
を受けた場合、一部利用可

△
サービス利用中の事業対象
者・要支援者が要介護認定
を受けた場合、一部利用可



区分
（健幸UP・

あんしん暮らし
導入時の状態）

認定無・事業対象者
（サービス利用なし）

認定無・事業対象者
（介護予防・生活支援サービス

利用中）
例）介護予防訪問サービスなど
→併用要件はP15共通Q＆Aを確認

要支援認定者
（サービス利用なし）

要支援認定者
（介護予防（生活支援）サービス

利用中）
例）介護予防福祉用具貸与など

基本チェック
リスト 必要 不要 不要 不要

介護予防・
生活支援
サービス
利用申出書

• 地域包括支援センターが「利用者の目標等を踏まえた総合的な方針」「支援期間」欄を記入
• 利用者から地域包括支援センターに提出
• 原本は地域包括支援センター保管
• サービス（健幸UP・あんしん暮らし）事業所に写しを交付

依頼届出
（開始時）

区役所認定給付係に提出
① 介護予防ケアマネジメント

依頼（変更）届出書
② 基本チェックリスト
③ 被保険者証

不要
区役所認定給付係に提出
① 介護予防ケアマネジメント

依頼（変更）届出書
② 被保険者証

不要

介護予防ケア
マネジメント
類型

介護予防ケアマネジメントC
（ケアプラン不要）

介護予防ケアマネジメントA
（通常の介護予防ケアプラン）

介護予防ケアマネジメントC
（ケアプラン不要）

介護予防ケアマネジメントA
（通常の介護予防ケアプラン）

サービス（健幸UP・あんしん暮らし）事業所に写しを交付

依頼終了届出
（終了時）

区役所認定給付係に提出
① 介護予防ケアマネジメント

依頼終了届出書
② 被保険者証

予防サービス利用継続の場
合不要

区役所認定給付係に提出
① 介護予防ケアマネジメント

依頼終了届出書
② 被保険者証

予防サービス利用継続の場合
不要

健幸UP!!プログラム・あんしん暮らしサポート利用時の事務手続
・帳票類（開始・終了時）



事業対象者に関する事務手続の確認フロー

要支援認定

サービス利用

区役所認定給付係に提出

①介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書

②基本チェックリスト

③被保険者証

（→健幸UP・あんしん暮らし終了時は①の終了届と③）

提出不要

＜要支援認定者＞サービス利用

区役所認定給付係に提出

①介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書

②被保険者証

（※開始時点で居宅（介護予防）サービス計画作成依頼（変更）届出書が

すでに出ている場合はその終了届出書も提出する）

（→健幸UP・あんしん暮らし終了時は①の終了届と②）

提出不要
19

無

有

無

無

有

有



介護予防ケアマネジメントの類型
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介護予防ケアマネジメントの類型

21

分 類 実 施 内 容
介護予防支援 介護予防サービス（予防給付）を利用する場合に実施。

介護予防ケアマネジメントA 介護予防支援と同様のケアマネジメント。
総合事業の介護予防訪問サービス、介護予防通所サービスを利用する場合に実施。

介護予防ケアマネジメントB 基準を緩和したケアマネジメント。
（令和７年１月時点では該当なし）

介護予防ケアマネジメントC

基準を緩和したケアマネジメント。
かわさき健幸UP!!プログラム、あんしん暮らしサポートのみを利用する場合に実施。
相談初期段階の短期集中支援を迅速に実施するために、令和６年４月から開始。
• 介護予防ケアプランは不要
• 利用者との契約が不要
• サービス導入前のサービス担当者会議が不要
• サービス開始１か月後のモニタリングと終了評価の実施
• 報酬はサービス終了評価月に発生
• かわさき健幸UP!!プログラム、あんしん暮らしサポートの給付管理が不要



区分 介護予防ケアマネジメントA 介護予防ケアマネジメントB 介護予防ケアマネジメントC

対象サービス

• 介護予防訪問サービス
• 介護予防通所サービス
• かわさき健幸UP!!プログラム、あん

しん暮らしサポート（訪問・通所
サービスと併用の場合）

• 指定事業所以外が提供するサービス
（令和７年１月時点では該当なし）

• かわさき健幸UP!!プログラム
• あんしん暮らしサポート
• その他市が定める一般介護予防事業

等のみの場合

実施内容
アセスメントを行い、介護予防ケアプラ
ンを作成する。併せて、対象サービス事
業所等との利用調整を実施。

アセスメントを行い、対象サービスの利
用調整等必要な援助を実施。
介護予防ケアプランは不要。

アセスメントを行い、対象サービスの利
用調整等必要な援助を実施。
介護予防ケアプランは不要。

サービス
担当者会議 • 必要 • 省略可 ※モニタリングや評価の実施で代替

モニタリング等 • １か月に１回モニタリング結果を記録
• 少なくとも３か月に１回面接

• 利用開始から概ね１か月を目安に支
援方針の確認（１か月方針確認シー
トを作成）

評価
• 評価期間終了時に訪問・面接
• 介護ケアマネジメントサービス評価

表を作成
• 評価期間終了時に訪問・面接
• 評価結果を記載

• 各サービスが定める期間又は評価終
了時に面接

• 支援経過記録に評価結果を記載
• サービス事業所と評価結果を共有し、

事業所が個別サービス計画書に評価
結果を記載（写しの提供を受ける）

利用者との契約 必要 必要 不要

委託料 国民健康保険団体連合会に請求 国民健康保険団体連合会に請求 国民健康保険団体連合会に請求
※給付管理票の伝送は不要

介護予防ケアマネジメントの類型（詳細）
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Q＆A（介護予防ケアマネジメントC関係）
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Q.かわさき健幸UP!!プログラムや、あんしん暮らしサポート以外に、福祉用具レンタルなどの介護予防サービス（予防給付）を利用
している場合等は、介護予防ケアマネジメントCを請求するのか。
A. 介護予防支援費での請求になります。総合事業の訪問・通所型サービスを利用している場合も、同様に介護予防ケアマネジメン
トAの請求になります。



かわさき健幸UP!!プログラム、あんしん暮らしサポート利用時の事務手続の流れ

24



相談から介護予防ケアマネジメント開始までの流れ（共通）
＜新規（サービス未利用者）の場合＞

25

相談受付

訪問・面談

地域リハ拠点・SCへの連絡・同行訪問等の依頼

要支援認定なし

基本チェックリストの実施

認定申請

認定申請の必要あり
または申請中

介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書の提出

・介護予防ケアマネジメントの実施、介護予防ケアプランの説明・同意

被保険者証の発行

地域リハ拠点・SCによる
支援が必要な可能性あり

要支援認定あり

被保険者証の発行

事業対象者に該当

介護予防・生活支援サービス利用の必要あり

○相談受付票（任意様式）等
○利用者基本情報

○総合事業パンフレット（順次作成中）
○生活状況を把握するためのアセスメントシート

○基本チェックリスト

○介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書

○ケアマネジメントCの場合、介護予防ケアプラ
ンは作成不要
○上記以外の場合、介護予防サービス・支援計画書
（通常の介護予防ケアプラン）

介護予防・生活支援サービス利用

○かわさき健幸UP!!プログラムのチラシ
○あんしん暮らしサポートのチラシ



サービス開始から終了までの流れ（ケアマネジメントCの場合）
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 かわさき健幸UP!!プログラム、あんしん暮らしサポートの説明・同意
 利用者から「介護予防・生活支援サービス利用申出書」の受領（原本は包括が保管）

 かわさき健幸UP!!プログラム、あんしん暮らしサポート事業者と支援方針確認
 介護予防・生活支援サービス利用申出書の写しを事業者に交付

 事業者から個別サービス計画の提出

【概ね１か月後】モニタリング
 利用状況を確認（面談が望ましいが、利用者の状態等から支障がない場合は事業者からの聞

き取りでも可）
 支援方針に大幅な変更がある場合は介護予防ケアプランを修正

 初回のモニタリング以降は、事業者との情報共有等により適宜利用者の状態を把握し、モニ
タリング結果を記録

【期間終了】評価
 目標達成状況やサービス終了又は継続の評価等を実施。支援経過記録に評価結果を記載する

とともに、サービス事業所と評価結果を共有し、事業所が個別サービス計画書に評価結果
（地域包括支援意見）を記載。評価結果を記載した個別サービス計画の写しを包括に共有。

＜１か月目のモニタリングの意味＞
支援開始直後で、利用者の意欲や生活に大き
な変化が出ていたり、当初把握できていな
かったニーズが出てくる場合があるため、支
援方針の確認を行う重要なタイミングです。

＜サービス担当者会議の省略＞
かわさき健幸UP!!プログラム、あんしん暮らしサ
ポートについては、事前のサービス担当者会議の
開催を必須としておらず、
１か月目のモニタリングで支援方針を確認するこ
とで、これに替えています。
なお、会議は不要ですが、事業者との支援方針の
確認は、丁寧に行ってください。

＜モニタリング＞
概ね月１回、事業者からの聞き取りの他、各
サービスの支援記録等を活用して確認してくだ
さい。

＜支援方針の記載＞
介護予防・生活支援サービス利用申出書に、利
用者の目標等を踏まえた総合的な方針等を記載



介護予防・生活支援サービス利用申出書
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（表面） （裏面）

包括記入欄
※ケアマネジメントCの場合、
ケアプランの代わりの役割



事業対象者が要介護認定等申請を行った場合の留意事項
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かわさき健幸UP!!プログラム、あんしん暮らしサポートを利用している「要支援者」「事業対象者」が認定申
請をした場合

認定結果が出るまでの期間は、かわさき健幸UP!!プログラム、あんしん暮らしサポート利用可。
結果が出た後の対応は次のとおり。

①結果が「非該当」の場合
 結果判明後、再度事業対象者としての手続を行うことで、引き続き利用可。

②結果が「要支援」の場合
 結果判明後も引き続き利用可。

③結果が「要介護」の場合
 結果判明後も引き続き「継続利用要介護者※」として利用可。
（※認定前に健幸UP／あんしん暮らしを利用していた場合、継続利用中に介護給付も併用可）



ケアマネジメントCの請求事務

29



介護予防ケアマネジメントC 報酬請求のタイミング

30

介護予防ケアマネジメントCは
• 総合事業の費用の額を定めた要綱上の正式名称は「介護予防ケアマネジメント費Ⅱ 」
• サービスコード表の名称は「介護予防ケアマネジメントC（１）」です。（コード表はP25）

川崎市第１号事業に要する費用の額の算定に関する基準要綱
（２）介護予防ケアマネジメント費Ⅱ（１件につき） 1,042単位
介護予防ケアマネジメント費は、川崎市地域包括支援センターが、利用者に対して第１号介護予防支援事業（ケアマネジメントＣのうち

第１号生活支援事業の開始時に行われるものに限る。）を提供し、川崎市介護予防ケアマネジメント実施要綱に規定する評価を実施した場
合、当該評価日が属する月に所定単位数を算定する。

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

1/22〜4/8 かわさき健幸UP!!プログラム利用

1/19 ケアマネジメントC開始
（＝サービス利用申出日）

4/8 終了評価

４月提供分として国保連に請求

＜請求のタイミングの例＞

評価日が属する月︓４月



サービスコード等
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Q＆A（請求関係）
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Q.「あんしん暮らしサポート」「かわさき健幸UP!!プログラム」が、利用者の希望や、入院などで中断・終了した場合、介護予防ケ
アマネジメントCは算定できるか︖

A.算定できます。サービスを終了する判断をした日が属する月の提供実績として、請求してください。
例）４月１５日利用開始 ⇒ ５月１０日入院 ⇒ ５月１５日サービスの中断・終了の判断 ・・・５月提供実績として請求

Q.給付管理票情報を伝送しなくてもケアマネジメント費の請求は通るのか︖
A.給付管理票情報がなくても、介護予防ケアマネジメントCの請求は返戻になりません。（神奈川県国民健康保険団体連合会確認）

Q.「あんしん暮らしサポート」「かわさき健幸UP!!プログラム」提供中の利用者が、期間の途中に介護予防福祉用具貸与の利用を開
始した場合、介護予防ケアマネジメント費の請求はどのように行えばよいか︖

A.介護予防福祉用具貸与の利用開始日が属する月の提供実績から、介護予防支援費での請求を行ってください。
ケアマネジメントCの請求は「介護予防福祉用具貸与の利用開始日が属する月の前月分の実績」と見なして、請求してください。
例）かわさき健幸UP!!プログラム ４月１５日利用開始（７月終了予定） ⇒ 介護予防福祉用具貸与 ６月１５日利用開始

・・・５月ケアマネジメントCの請求 ６月以降 介護予防支援費での請求

※なお、利用開始日が同月の場合は、介護予防支援費の請求が優先となり、ケアマネジメントCは請求できません。



事例情報提供のお願い
（※）以下の資料提供の依頼は、サービスの利用等に伴う必要帳票とは別に、事業検証用にお願いするものです。
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事例情報の提供のお願い
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〇市によるモデル事業事例ケースの進捗状況の管理
〇各区で実施するケース共有会での活用

目的

対象者
地域包括支援センターに寄せられている相談の中から、以下に該当する事例

提出先・提出方法

提出先 ︓各区高齢・障害課高齢者支援係
提出方法︓随時、紙で提出

提出書類

①初回相談受付

次のいずれか
利用者基本情報
相談受付票
支援経過記録

介護予防
サービス・
支援計画書

対象者すべて サービスを利用した場合

包括が区役所へ提出（区役所から地域包括ケア推進室へ）

②サービス継続・終了

１か月方針確認
シート

介護予防・生活支
援サービス利用申
出書の写し

サービスを利用した場合

（標準様式）

or

介護予防
サービス・
支援評価書

（または評価結果を
記載した経過記録）

以下の書類をご提出ください

個別サービス計画
書の評価欄の写し
（または評価結果を
記載した経過記録）


